
労働者の送出と受入をご検討の場合は「（公財）産業雇用安定センター」にご一報ください。

「（公財）産業雇用安定センター」では、新型コロナウイルス感染症の影響により、一時的に雇用過剰となった

企業が従業員の雇用を守るため、人手不足などの企業との間で「出向」を活用しようとする場合に、双方の企業

に対して、「出向」のマッチングを無料で行っています。

企業間の出向や移籍を支援することにより「失業なき労働移動」を実現するため、1987年に国と事業主団体などが協力して設立

された公益財団法人です。設立以来、21万件以上の出向・移籍の成立実績があり、全国47都道府県の県庁所在地に事務

所があります。 新潟事務所…新潟県新潟市中央区東大通1-2-25 北越第一ビル10階 ☎025-245-3520

（公財）産業雇用安定センターとは？

出向元企業と出向先企業との契約によって、労働者が出向元企業と出向先企業の双方から雇用され一定期間継続して勤務することです。

在籍型出向とは？

出向元（送出企業） 出向先（受入企業）

一般社団法人新潟県経営者協会 新潟県中小企業団体中央会 一般社団法人新潟県商工会議所連合会
新潟県商工会連合会 日本労働組合連合会新潟県連合会 株式会社 第四北越銀行 株式会社大光銀行
新潟県信用金庫協会 新潟県信用組合協会 協栄信用組合 新潟大栄信用組合 新潟県社会保険労務士会
経済産業省 国土交通省 新潟県 新潟市 公益財団法人産業雇用安定センター新潟事務所
厚生労働省（事務局：新潟労働局） （順不同 一部略称）

新潟県在籍型出向等支援協議会

雇用を維持するのは大変ですね･･･
そのためにも、一時的に従業員の方を
他社で働かせてみてはいかがですか？

新型コロナ感染症の影響で

仕事が減少している企業の皆様！
人員の確保が急務ですね･･･

そのためにも、一時的に他社からの
従業員を確保しませんか？

需要が伸びて人手不足が

加速している企業の皆様！

在籍型出向制度を活用しませんか？

皆様の経営と従業員の雇用を守るため支援いたします！

従業員の方は、新しいスキルを身につけることができ
他社の異なる仕事が学べ、能力の向上につながります！

雇用確保と業績向上
人材育成の効果が
期待されます！

人材受入の選択肢が
広がり職場活性化と

生産性向上が
期待されます！

在籍型出向等支援協議会が企業のみなさまを支援します！

どうやって企業を探すのですか？

（産業雇用安定センターHP）

（厚生労働省・在籍型出向ハンドブックHP）

構成機関が企業の
皆様に呼びかけを
行っています！

9:00～17:00(土日・祝日を除く)



「産業雇用安定助成金」のご案内

詳細は下記までお問い合わせください。
新潟労働局助成金センター 新潟県新潟市中央区新光町16-4 荏原新潟ビル１F 電話番号025-278-7181

受付時間：8:30～17:15（土日・祝日を除く）

助成金・支援金コールセンター ☎ 0120-60-3999 受付時間9：00～21：00（土日･祝日含む）

在籍型出向制度を活用して一定の要件を満たせば使えます！

○対象労働者に係る経費について、出向元（送出）事業主と出向先（受入）事業主とが共同事業主

として支給申請を行い、当該申請に基づきそれぞれの事業主へ支給します。

※申請手続きは出向元事業主が行います。

助成金の内容

助成率・助成額

○出向運営経費

出向元事業主および出向先事業主が負担する賃金、教育訓練および労務管理に関する調整経費など、

出向中に要する経費の一部を助成します。

中小企業 中小企業以外

出向元が労働者の解雇などを行っていない場合 9/10 3/4

出向元が労働者の解雇などを行っている場合 4/5 2/3

上限額（出向元・先の計） 12,000円／日

○出向初期経費

就業規則や出向契約書の整備費用、出向元事業主が出向に際してあらかじめ行う教育訓練、出向先事業

主が出向者を受け入れるために用意する機器や備品などの出向に要する初期経費の一部を助成します。

出向元 出向先

助成額 各10万円／1人当たり（定額）

加算額 各5万円／1人当たり（定額）

受給までの流れ

助成金の相談先

■対象：雇用調整を目的とする出向（新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を

余儀なくされた事業主が、雇用の維持を図ることを目的に行う出向）が対象です。

■前提：○雇用維持を図るための助成のため、出向期間終了後は元の事業所に戻って働くことが前提です。

（厚生労働省・産業雇用安定助成金HP）


